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平成 30 年版観光白書の外国人訪日数統計資料によれば、2004 年に 614 万人であ
った訪日客数は、2013 年には 1,036 万人そして 2017 年には 2,869 万人を記録して
いる。また、2021 年の東京オリンピック開催を目標に政府は 6000 万人のインバウ





































































 それでは、求められている HRM へのアプローチとはどのようなものであろう
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が、HRM の４つの主要な活動、つまり募集と選考（recruitment and 
selection）、適応指導と社会化（orientation and socialization）、教育訓練






























 文献２は、イギリスのホテル産業における HRM と業績との関係を検証し、より












文献８は、Lepak, D.P., & Snell, S.A.が 1999 年に提唱したヒューマンリソ
ース・アーキテクチャー（Human Resource Architechture）あるいは人的資源管
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Management、以下 HRM）および戦略的人的資源管理論（Strategic Human 
Resource Management 以下 SHRM）の観点から考察することにある。それでは、ホ






































 第１節 企業における従業員対策の形成史を貫く２つの原理 
 
 企業における従業員対策は、それに関する諸制度とそれを基礎づける学説が最






思われる。つまり、従業員対策の同じような内容が、1970 年代中頃までは PM の
名の下に、それ以降は HRM の名の下に行われてきたわけである。1950 年代以降、














のそのような根本的な考え方を「PM 原理」、従業員対策が HRM の名の下に行われ
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ネス・スクールが MBA コースに HRM という新課程を設置したことに求められる。
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は、産業心理学の創始者であった Hugo Münsterberg が心理学的接近を試みた。
Münsterberg は、ハーバード大学の学生を対象に 13 種類のメンタルテストから構
成される職業適性検査（vocational test）を実施した。コロンビア大学医学部













論は、言うまでもなく、先に述べた PM の出発点であるが、1970 年代中頃まで流
通した PM がいわば普通名詞としての PM であるとすれば、ここでいう PM は固有
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 1950 年代に、アメリカにおいて労使関係管理が確立するとともに、コミュニケ 
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して PM の名の下に行われていたし、そのような状態は 1970 年代中頃まで続い
た。 
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い考え方に基づき、PM 原理が想定してきた従来の人間観を X 理論（X Theory）
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論的には、HRM と呼び変えられる契機が与えられていたが、現実には 1970 年代中
頃までは PM と呼ばれ続けた。 
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第 1 に、同書は、企業における従業員対策の全体を網羅的に HRM 原理に基づい
て捉え直した、HRM に関する最初の体系化された理論であるからである。 
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日本生産性本部。 
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 第 3 に、後述するように、同書では HRM と経営戦略との整合の必要性が強調さ
れているが、そこでは後述する SHRM のビジネスパートナー・アプローチと資源
ベース・アプローチの両方に通ずるアイディアが示されており、その意味で、同
書は HRM から SHRM への発展を論じるに当たって最初に取り上げられるべき研究
であると考えるからである。 
同書が HRM の制度として提唱している内容それ自体は、いうまでもなく、PM の













     図表 1-1 HRM 領域の概念マップ 
 
（出所）Beer, et al., Managing Human Assets, 1984, p.16,邦訳書、31 頁。 
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経営戦略との関連で HRM を捉える必要があるということは、HRM を内包する企
業を、それが置かれている文脈（コンテクスト）、あるいはそれを取り巻く環境
の変化との関連で、その有効性を常に問い直す必要があるということを意味す
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 （8）SHRM における PM 原理と HRM 原理の統合 















SHRM として誕生していたともいえる。最後に、図表 1-2 で、PM と HRM の理論的
特徴を比較しておきたい。 
 
 第３節 人的資源管理論から戦略的人的資源管理論への発展 
 




して HRM は力を発揮したかというと、必ずしもそうとはいえず、1990 年代以降に
新しい経営上の問題が生起する中で、力を発揮する十分な時間を与えられないま
まに、新しい問題に対応するための理論的な発展を迫られたといえる。すなわ
ち、HRM から SHRM への発展である。 
 
 （1）1980－1990 年代におけるアメリカ産業の競争力回復と HRM の分極化 
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しての HRM の姿である。とはいえ二つの方向において、HRM の費用対効果の重
視、HRM の利益への貢献度を重視する傾向が強くなり、HRM と経営戦略との理論











 （2）SHRM の生成とその 2 つのアプローチ 
 HRM と経営戦略とを統合することにより SHRM を構想しようとする際に、まず検
討されなければならなかったことは、経営戦略論がチャンドラー（Alfred 
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と、会社の内部資源の分析から始まる。……Hosikisson, Hitt, Wan, Yiu
（1999）は、振り子の揺れ、つまり企業の内部的な強み・弱みの重視と企業の外
部的な機会・脅威との間の振り子のような揺れの観点から、戦略的経営における
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中戦略（コスト集中戦略と差別化集中戦略）の 3 つに分類している53。 
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うる会中を分析するための VRIN フレームワーク（後に、VRIO フレームワークに
変更された）を提唱している(図表 1-3、参照)。このフレームワークによれば、
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     図表 1-3：VRIN（VRIO）フレームワーク 
 
（出所）Barney, Jay B., “Firm Resources and Sustained 
Competitive Advantage”, Journal of Management, 1991, Vol.17, 
No.1, p.112. 
 
第１は valuable resources つまり貴重で価値創造的な資源、第 2 は rare 
resources つまり希少な資源、第 3 は imperfectly imitable resources つまり完
全な模倣が困難な資源、そして第 4 は、not substitutable resources つまり代




























 ②HRM と経営戦略論との統合の仕方 
 1980〜1990 年代の経営環境の変化を背景として、HRM と経営戦略論の統合によ
る SHRM の構想が要請されたことは既に述べたとおりであるが、その構想に当た
り、HRM が統合のいわば相手とすべき経営戦略論については、PV と RBV という 2
つの有力な考え方が立ち現れていた。理論を組み立てるために次にクリアされな
 
57 Cf., Barney, op. cit., pp.107-108. 
58 Cf., ibid., pp.108-110. 























 第３は、対話モデル（dialogue model）であり、これは、HRM と経営戦略との
間の双方向のコミュニケーションと討論の必要性を認識する考え方である。経営
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 ③SHRM の２大アプローチ 
 SHRM が構想されるに当たり、PV が統合の相手として選ばれる場合、既に述べ






て全体論的モデルあるいは HR 主導モデルが選択されることになる。 
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していえば、2 つのアプローチに収斂しているように思える。一つは、HRM と PV
の経営戦略論をフィット・モデルあるいは対話モデルに従って統合するアプロー
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務部門の脇役に HRM が甘んじることで生き残ろうとする考えであるともいえる。 
 
図表 1-4 経営戦略と人的資源戦略との間の相互依存性に関する全体像 
 
（出所）Lengnick-Hall, C. A. and M. L. Lengnick-Hall, “Strategic Human 
Resources Management”, Academy of Management Review, Jul 1988, Vol.13, No.3, 
pp.467. 
 






Swiercz and Icenog による文献目録69に網羅されているが、 Tichy et al.、 
Lengnick-Hall and Lengnick-Hall、Baird and Meshoulam、Mathis and Jackson
等による研究が代表的なものである70。ここでは、経営戦略と HRM 戦略との間の
相互依存関係に基づいて SHRM を構想しようとする、その意味では Torrington et 
al.による分類における対話モデルに基づいていると考えられる Lengnick-Hall 
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ジャコービィの定義には、「経営戦略論としての RBV それ自体」と「RBV と統



























資源ベース・アプローチに基づく SHRM に関する嚆矢となった論文は、1992 年







づく SHRM と区別する 2 つの新しい特徴が見られる。一つは、SHRM の理論的かつ
実証的な研究を貫く論理として RBV が採用された結果、従来の経営戦略と HRM と
の間の主従関係が必ずしも分明ではなくなってきていることである。これと関連
するいま一つの特徴は、RBV の適用とそのインプリケーションが、逆に経営戦略
論研究者に HRM を注目させ、経営戦略論の内部で HRM に関連する諸問題に取り組
む必要性を認識させることへと導き、その結果経営戦略論と SHRM との収斂が生






71 Jacoby, op.cit., p.104, 鈴木他訳、前掲訳書、163〜167 頁。 
72 中川、前掲論文「RBV に依拠した SHRM の可能性」、413 頁、参照。 
73 Tracey, J. Bruce, “Commentary: Human Resource Strategy in the 
Hospitality Industry: Where Do We Go from Here?”, Cathy A. Enz(ed.), 
The Cornell School of Hotel Administration, Handbook of Applied 
Hospitality Strategy, Sage, 2010, p.494. 
63 
 
ト・ビュー（knowledge-based views of the firm）、学習する組織（learning 
organization）のような、経営戦略論と HRM を架橋することに役立つ概念が開発
されてきたのである74。 










発展途上にあるが、SHRM の理論的展開に RBV を適用したベンチマーク的論文をい
くつか検討することで、その理論的到達点を確認しておきたい。 
 
 ④資源ベース・アプローチに基づく SHRM の研究成果 






74 Cf., Wright, Patrick M., Dunford, Benjamin B., and Scott A. Snell, 
“Human Resources and the Resource Based View of the Firm”, Journal of 
Management, 2001, Vol. 27, No.6, pp.701-702, 711-714, 中川、前傾論文
「RBV に依拠した SHRM の可能性」、412、426〜427 頁、参照。 
64 
 
Wright et al.が 1994 年に発表した論文では、人的資源（human resource、
HR）あるいは人的資本プール（human capital pool. 高度の熟練をもち、かつ高
度に動機づけられた労働力）と HR 実践（human resource practice、人的資本プ
ールを管理するために使われる HR に関わるツールであり、HRM とほぼ同義である
と考えられる75）とが概念的に厳密に区別されている（図表 1-5、参照）。 
バーニーが提唱した VRIO フレームワークを HRM に応用するに当たり、いかな
るものであれ HR 実践（HRM）は競合によって容易に模倣されうるがゆえに、HR 実
践（HRM）は持続的競争優位の源泉とはならないと、Wright et al.は主張する。
むしろ、彼らは人的資本プールこそが持続的競争優位の土台となるより大きな可
能性をもつと考える。Wright et al.によれば、HR 実践（HRM）は、「本質的に」
人的資本プールが開発されるための手段にすぎない。確かに、経営者は、ハイタ
レントの従業員を惹きつけ、採用し、定着させるために、選考、評価、訓練、報


















Hollenbeck, John, Gerhart and Patrick Wright, Human Resource Management, 




で、HR 実践（HRM）は持続的競争優位の源泉としての HR を開発することができる
とは限らないという76。 
 
図表 1-5 持続的競争優位の源泉としての人的資源のモデル 
 
 
（出所）Wright, P. M., et al., “Human Resources and Sustained 
Competitive Advantage”, International Journal of Human Resource 
Management, Vol.5, No.2, May 1994, p.318. 
 
 競争優位の源泉としての HRM 








76 Cf., Wright, Patrick M., McMahan, Gary C., and Abagail McWilliams, 
“Human Resources and Sustained Competitive Advantage: A Resource-Based 
Perspective”, International Journal of Human Resource Management, 





なりうることを示唆する。つまり、上述した Wright et al.の 1994 年論文が「個





ローチの SHRM に分類されると考えられる Baird & Meshoulam の 1988 年の論文に
おいて internal fit（HRM の構成要素間の相互補完性）として展開されていた
が、Lado & Wilson は、これがむしろ資源ベース・アプローチを根拠づける論理
であることを再確認しているのである77。 
後に Wright et al.は 2001 年の論文においては、この Lado & Wilson の見地
に賛同し、HRM を競争優位の源泉とみなす考えが現在の SHRM パラダイムの内部で
承認されているようであると、述べている78。 
 
 競争優位の源泉としての人的資源それ自体と HRM 
 Wright et al.による 2001 年の論文に示されたように、RBV によって戦略的役
割の観点から捉え直された HRM のどの部分に競争優位の源泉としての資源を見出
すかという点で、結局 HR と HRM の両方にそれを見出す方向で、議論は進行した
 
77 Cf., Lado, Augustine A., and Mary C. Wilson, “Human Resource Systems 
and Sustained Competitive Advantage: A Competency-Based Perspectiv,  
Academy of Management Review, Vol.19, No.4, 1994, pp.699-727, Beer et 
al., op. cit., pp.2-3,12-13, 梅津他訳、前掲訳書、4、21〜23 頁、Baird and 
Meshoulam, op. cit., pp.122-123,中川、前掲論文「RBV に依拠した SHRM の可能
性」、414 頁、参照。 
78 Cf., Wright et al., “Human Resource and the Resource Based View of 




と思われる。このような方向性は、例えば Boxall による 1996 年の論文に示され














 HRM アーキテクチャー 
 HR と HRM の両方に競争的優位の源泉が求められるとするならば、次に問題とな
ることは HR と HRM の関係であり、あるいは競争的優位の源泉として HR と HRM を
実現する具体的方法である。 
 Lepak & Snell が 1999 年に発表した論文は、RBV に依拠することにより、SHRM
に対するアーキテクチュラル・アプローチを提唱している。 
 
79 Cf., Boxall, Peter F., “Human Resource Strategy and Industry-Based 
Competition: A Conceptual Framework and Agenda for Theoretical 
Development”, in P. M. Wright, L. D. Dyer, J. W. Boudreau & G. T. 
Milkovich (Eds.), Research in Personnel and Human Resources Management, 




















80 Cf., Lepak David P., and Scott A. Snell, “The Human Resource 
Architecture: Toward a Theory of Human Capital Allocation and 
Development”, Academy of Management Review, Vol.24, No.1, 1999, pp.31-
48, 中川、前掲論文「RBV に依拠した SHRM の可能性」、415〜416 頁、参照。 
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図表 1-6  HR アーキテクチャーの概要 
（出所）Lepak D. P. and Scott A. Snell, “The Human Resource Architecture”, Academy 
 of Management Review, Vol.24, No.1,1999,p.37. 
（注）1．第４象限におけるアライアンスとは、企業が人を囲い込む終身雇用的な関係ではな 
く、企業と個人が信頼をベースにして提携する関係を意味する。 
2．図表中の HR コンフィギュレーションとは、雇用形態と雇用関係に一致する 
(configurate)人的資源を意味する。 
 
 資源ベース・アプローチに基づく SHRM における共通認識 
 Wright et al.による 2001 年の論文は、以上検討したいくつかの論文を含む資





述べるような枠組み（図表 1-7、参照）において HRM を戦略的に捉え直す試みで
あるといえる。 
 Wright et al.は、持続的な競争優位の源泉として HRM を、次の３つの基本的
要素から構成されるものと捉えようとしている。 


















81 Cf., Wright, Dunford, and Snell, op. cit., p.704, 中川、前掲論文「RBV





 第 3 は、多くの研究者が HR 実践（human resource practice）と呼ぶ要素であ












 それでは、持続的競争優位の獲得という点で、この図表 1-7 が示唆している理







82 Cf., Wright, Dunford, and Snell, op. cit., pp.704-705, 中川、前掲論文
「RBV に依拠した SHRM の可能性」、417－418 頁、参照。 
83 Cf., Wright, Dunford, and Snell, op. cit., p.705, 中川、前掲論文「RBV








（出典）Wright, P. M., Dunford, B. B., and S. A. Snell, “Human Resources and the 
 Resource Based View of the Firm”, Journal of Management, 2001, Vol. 27,  
No.6, p.705. 





































84 Cf., Wright, Dunford, and Snell, op. cit., pp.705-706, 中川、前掲論文
























 商品としてのサービスの特質については、1984 年に初版が発表された Richard 
Normann による古典的研究85がまず参照されるべきであると考える。 
 
85 Normann, Richard, Service Management, Strategy and Leadership in 





























































図表 1-8  製造業とサービス産業との間のいくつかの典型的な相違 
 
（出所）Normann, Richard, Service Management, Strategy and Leadership in  
Service Business, Second Edition, John Wiley & Sons, 1991, p.15. 
 




























87 Hochshild, Arlie Russel, The Managed Heart, Commercialization of Human 


























『管理される心 感情が商品になるとき』世界思想社、2000 年、6 頁。 

























89 Hochshild, op. cit., p.38, 石川他訳、前掲訳書、43 頁。 
90 Hochshild, op. cit., p.33, 石川他訳、前掲訳書、36 頁。 
91 Cf., Hochshild, op. cit., pp.35-55, 石川他訳、前掲訳書、39〜63 頁、参
照。 











業員を獲得し定着させる HRM の機能を必要ならしめることになる。 
 











































（The School of Hotel Administration at Cornell University, 以下 SHA）93に
所属する Walsh et al.による論文94に基づいて、最後に検討しておきたい。 




















93 SHA https://sha.cornell.edu：最終閲覧日 2020 年 12 月 2 日。 
94 Walsh, Kate, Sturman, Michael C., and John Longstreet, “Key Issues in 
Strategic Human Resources”, Cathy A. Enz, The Cornell University of 
Hotel Administration, Handbook of Applied Hospitality Strategy, Sage, 
2010. 















 したがって、ここでは、ホテル経営学が、資源ベース・アプローチの SHRM に
依拠しながら、人的資源と HRM の持続的競争優位の源泉としての特質をどのよう
に捉えているかを検討することを、第 1 の課題としたい。 

















 ①ホテル経営学において把握された競争優位の源泉としての人的資源と HRM 













特に HR 政策や HR 実践に関わる、より具体的にいえば、教育訓練や報酬や人事評
価等に関わる組織の諸制度である。この資源に関する難問は、従業員による最善
の仕事の履行を支援するする、相互補完的でコスト効率的な制度を組み合わせ選
択することである97。このような Walsh et al.によって示されている視角は、本
 
97 Cf., ibid., p.396. 
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100 Cf., ibid., pp.397, 410, Engstrom, T. E. J., Westnes, P., and S. F. 
Westness, “Evaluating Intellectual Capital in the Hotel Industry”, 





















ら、ホテル産業において人的資源と HRM への投資に携わる責任者たちは、HRM 投
資の戦略性を十分に認識しながら、その認識に基づいて HRM 投資を思い通りに実
行することが困難な状態に置かれている。ホテル産業における HRM 投資の責任者
は、いわば「HRM 投資の重要性と HRM 投資の困難性との間のディレンマ」に陥っ
 
101 Cf., Walsh et al., op. cit., p.398. 
102 Cf., ibid., p.398. 
90 
 
ているのであり、したがって Walsh et al.がいうように、HRM は「彼らを夜眠れ
なくする」問題となっている。 
 ホテル産業における HRM 投資の責任者がこのようなディレンマに陥らざるを得















































103 Cf., ibid., pp.394-395. 
104 Cf., ibid., p.395. 


























106 Ibid., p.410. 
107 Ibid., p.411. 
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        図表 1-9 
 
（出所）Walsh, K., Sturman, M. C., and J. Longstreet, “Key Issues in Strategic 
 Human Resources”, Cathy A. Enz (ed.), The Cornell University of Hotel 
Administration, Handbook of Applied Hospitality Strategy, Sage, 2010, p.399. 
 
 




 しかしながら、資源ベース・アプローチに基づく SHRM の研究において、ブラ
ックボックスの内部を解明しようとする動きがなかったわけではない。 




















109 Cf., ibid., p.399, Huselid, M. A., and B. E. Becker, “High 
Performance Work System and Organizational Performance”, Paper 




テクチャーを研究する Lepak and Snell は 1999 年に発表された論文（本論文の


















































111 Cf., ibid., p.400. 


























Judge,“Utility Analysis: What are the black Boxes and Do They Affect 
Decisions?”, N. Anderson and P. Herriot(Eds.), Assessment and Selection 
in Organizations, Wiley, 1994, pp.77-96. 


























114 Cf., ibid., p.401. 

























































図表 2－1 日本国内の主な外資系及び日系のホテルチェーンの一例 
ホテル名（国名） ホテル数 総客室数 
ソラーレホテルズアンドリゾーツ（米） 63 9,809 
IHG・ANA ホテルズ（英） 32 9,567 
ヒルトンワールドワイド（米） 11 5,844 
スターウッドホテル＆リゾート（米） 14 5,727 
マリオットインタ－ナショナル（米） 14 3,964 
ハイアットホテルズアンドリゾーツ（米） 10 3,131 
アコーホテルズ（仏） 11 2,405 
チョイスホテルジャパン（米） 50 8,232 
オークラホテルズ＆リゾーツ（日） 16 4,514 
ニューオータニホテルズ（日） 15 5,247 



























クまでに 1 年間の訪日外国者数を 2000 万人に」という目標は 2015 年の時点でほ
ぼ達成され、2019 年に入って目標が改められるほどであった。 












図表 2－2 年別訪日外客数の推移 
出所：日本政府観光局（JNTO）資料に基づき観光庁作成より抜粋：
https://www.jnto.go.jp/jpn/ 最終閲覧日 2019 年 12 月１日。 
 
 このように、ホテル業界は、内部の構造転換と、ホテルと結びつきが非常に強
い観光需要の急増という 2 つの環境変化に直面しているのが現状である。 
 











































とができる。リッツ・カールトンが掲げるモットー（理念）は「We are Ladies 




























































































































































122 上掲（118）、26～34 頁、参照。 














ホテル業の昨今の成長は著しく、2018 年以降全国で 276 軒の新規ホテル開業が
予定されている。124 一見すると華やかな業界ではあるが、その反面、新卒者も
含め短期離職者が多いことが業界で問題視されている。 







124 加藤弘治（2018）『観光ビジネス未来白書』同友館，42～47 頁、参照。 
125 厚生労働省 https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/doukou/18-
























小売業が 120 万人、サービス業（他に分類されないもの）が 57 万人の順となっ
ている。離職者は、卸売業・小売業が 134 万人と最も多く、宿泊業・飲食サービ









図表 3－1 産業別入職率・離職率（令和元年） 
 












オータニでは 45.2％が、入社後 3 年以内で離職している。126 また、外資系ホテ
ルの一つであるグランドハイアット東京では、専門学校卒業者についていえば、従


















第 3 節 ホテル業界における高い離職率の原因 
 
126 「就職四季報総合版 2022 年版」東洋経済新報社、710～711 頁、参照。 










































































ケーション協会（IIBC）の調査において、2018 年の TOEIC 試験の国別レベル結果






129  小山悦司（1991）「教育教師のあるべき姿を求めて」『21 世紀の教育』、法
律文化社、121～125 頁参照。 
（注）本論文の 65～66 頁を参考にされたい。  
130  『国際ビジネスコミュニケーション』https://www.iibc-global.org/ 最終閲































































   図表 3－2 ホテル業界年収資料国税庁令和元年度業種別年収別 
 
出所：国税庁ホームページ 令和元年分民間給与実態統計調査結果 




































































図表 3－3 ホテルオークラ組織図 
出所：ホテルオークラホームページ 
 













































































































③ トレーナーは客室備品のセッティング方法並びに清掃方法 3 部屋を新人ス
タッフに指導する。 
④ 昼食（全員の自己紹介を兼ねる） 




































136 『Hilton Hotels and Suites Niagara Falls/Fallsview HouseKeeping 









円未満が 39 パーセント、0－100 万円未満が 53 パーセントと半数をこえている。
産労研究所が示した全産業平均が社員一人当たり 4 万 354 円であったのだが、ホ
テル業界ではその４分の１程度しか研修費用が支出されていないことになる。金





図表 3－4 教育研修費用総額と従業員 1 人当たりの額(実績と予算) 







10.html より抜粋：最終閲覧日 2020 年 12 月 16 日。 
 
産労総合研究所の調査によれば上記の図表 3－4 が示すように、一般企業の一










































第 5 節 ホテルスタッフの国の取り組みと資格化の動き 
 
 
138 平成 25 年 12 月 3 日に立教大学観光学部名誉教授岡本伸之氏にインタビュー
を行った。（立教大学にて） 













































































１．建設業関係 型枠工事 鉄筋工事 防水工事 左官工事
造園工事 綜合工事 電気通信工事
２．製造業関係 電気機械器具製造 プラスチック製造 フルードパワー業 ファインセラミック製品製造業
自動車製造業 光学機器製造業 パン製造業 鍛造業
軽金属製品製造 鍛造業 金属プレス加工業 石油精製業
ねじ製造業
３．運輸業関係 ロジスティックス分野 マテリアル・ハンドリング分野
４．卸売・小売業関係スーパーマーケット業 卸売業 DIY業 コンビニエンスストア業
専門店業 百貨店業
５．金融・保険業関係クレジットカード業 信用金庫業
６．サービス業関係 ホテル業 旅館業 外食産業 広告業
ボウリング業 写真館業 産業廃棄物処理業 ビルメンテナンス業
フィツトネス産業 クリーニング業 在宅介護業 添乗サービス業
施設介護業
７．その他 印刷業 アパレル業 エンジニアリング業 自動販売機製造・管理業




















































図表 3－8 職業能力評価基準（ホテル業）におけるレベル区分 
出所：厚生労働省・職業能力評価基準活用 
https://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/syokunou/02l より抜粋：最終閲覧日


























atsu/ability_skill/syokunou/index.html より抜粋：最終閲覧日 2019 年 10 月

















































































































































第 2 部 ホテルスタッフのための教育訓練への取り組み 
 
第４章 教育機関における人材育成トレーニングのカリキュラムについて 















































140  帝国ホテル人材育成 
https://www.imperialhotel.co.jp/j/recruit/employment/training.html 最終





























図表 4－1 帝国ホテル研修体系の概要 
出所 帝国ホテルホームページ「研修制度 採用を知る」






第 2 節 ホテル業界におけるホテル専門学校卒業生の重要性 
 











143 ）ナレッジステーション  
  https://www.gakkou.net/daigaku/src/?gkm=02001&srcmode=gkm 
  最終閲覧日：2019 年１月９日。 
148 
 
   観光系人材育成のための産学関連携関係政策より抜粋：最終閲覧日：


















者が常時 40 人以上であること。」145 文部科学省の示す平成 28 年度専修学校最




最終閲覧日：2019 年 1 月 9 日。 
145 文部科学省『文部科学省統計要覧』2016 年度 
http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/002/002b/1356065.htm 
最終閲覧日：2019 年 1 月 18 日。 
149 
 












































































146 2018 年 2 月 2 日流通科学大学名誉教授作古貞士氏への聞き取りによる。 
147 鈴木好和（2014）『人的資源管理論』創生社，31 頁。 
148 東京ＹＭＣＡ国際ホテル専門学校ホームページ































    図表 4－3 ホテル専門学校時間数割合 
 通常授業数 実習・実技 座 学 
ホテル学科 1 年 16 時間 12 時間 4 時間 
ホテル学科 2 年 15 時間 10 時間 5 時間 
（1 コマ＝60 分） 31 時間 22 時間 9 時間 
   出所：松井洋治「ホテル旅館の新人採用問題を考える」『月刊ホテル旅

































育機関を代表する専門学校である日本ホテルスクール、1967 年創設され 50 年を
超える歴史を有し、ホスピタリティ業界の人材育成に定評のある東京観光専門学
























































































































































































































①コーネル大学ホテル経営学部の教育方針（Cornell University：School of 





























143 コーネル大学ホームページ https://sha.cornell.edu/ 「カリキュラム紹介」 
を参考に筆者が作成した。最終閲覧日 2017 年 6 月 12 日。 















































































































2013 年 6 月 10 日（月）11 時－14 時 30 分から、ジョンソンアンドウェルズ大
学が直営するラディソンエアポートホテルにて意見交換と会食を交えながら取材
をおこなった。また、その後 Providence 校ハーバーキャンパス訪問し、学校見
学をおこなった。面談者は以下の通りである。Manny Tavares（JWU Dean of 
 
151 筆者が訪問した教育機関は以下の学校である。International Culinary 





International Recruitment & Training）Micheal J. Petrillose, Ph.D.（JWU 
Dean The Hospitality College）William Priate(JWU Dean of Admissios) 
































































2013 年 6 月 13 日（木）ハワイ大学カピオラニ・コミュニティカレッジの会
議を行う。その時の KCC のメンバーである。Dave P.Evans,PhD,CHE
（Professor/Department Chair）、Louise Pagotto（Vice Chancellor）、 
Ronaldo Takahashi（Professor/ Department Chair）、Lori Maehara
（Associate Professor/Counselor）Conrad Nonaka（Director）、 Saori 





て運営されている。図表 4－8 は米国の教育システムについてのものである。 
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 図表 4-8  米国教育システムのチャート 
出所：米国 NCES ホームページ The structure of education in the  
USA https://nces.ed.gov/programs/digest/d11/figures/fig_01.asp より






であれば、２年間にて学費は 10,000 米ドル（約 100 万円）であり、地元以外の
出身者の学費も 200 万円程度の学費ということであった。 
また 4 年制大学への編入コースと就職を意識した職業専修コースに大別され、































































































































































































②サービスの 3 ステップ 
サービスの３つのステップとは、「挨拶」「ゲストのニーズを読み取る力」そ 
 
154 米国 Ritzcarlton 社 ホームページ https://www.ritzcarlton.com/  
  最終閲覧日 2019 年 10 月 15 日。 















淑女をおもてなしする私たちも紳士淑女です。「We are Ladies and Gentlemen 













































⑥第 6 のダイヤモンド 
第６のダイヤモンドとは、客に感動を与えるようなサービスを実現する上での
最後に述べられるべき神髄という意味であり、ミスティーク、エモーショナル・





















ザ・リッツ・カールトンホテル（The Ritz-Carlton Hotel）という名前の 
由来は、パリの名門ホテル「ホテル・リッツ」の創始者であるセザール・リッツ









































 出所：「ホテルウォーズ 2020」NIKKEIXTREND日経 BP社   
開業予定地 開業時期 ホテル名 パートナー企業
東京 2020年春 アロフト東京銀座 サンケイビル
東京 2020年春 メズム東京、オートグラフコレクション JR東日本グループ
東京 2020年夏 東京エディション虎ノ門 森トラスト
東京 2020年夏 ACホテル・バイ・マリオット東京銀座 東武鉄道
東京 2021年春 東京エディション銀座 森トラスト
東京 2022年 ブルガリホテル東京 三井不動産
大阪 2020年夏 フェアフィールド・バイ・マリオット大阪難波 パシフィカ・キャピタル
大阪 2021年春 モクシ―大阪新梅田 積水ハウス
大阪 2021年春 アロフト大阪堂島 ウェルス・マネジメント
大阪 2021年春 W大阪 積水ハウス
奈良 2020年春 JWマリオット・ホテル奈良 森トラスト
札幌 2020年春 フェアフィールド・バイ・マリオット札幌 東武鉄道
栃木 2020年夏 ザ・リッツ・カールトン日光 東武鉄道
栃木・岐阜など15ヶ所 2020年秋以降 フェアフィールド・バイ・マリオット 積水ハウス
京都 2021年春 モクシ―京都二条 パシフィカ・キャピタル
北海道 2021年春 リッツ・カールトン・リザーブニセコ マレーシア政府
名古屋 2022年春 コートヤード・バイ・マリオット名古屋 積水ハウス、読売新聞社
神奈川 2022年春 ウエスティンホテル横浜 積水ハウス
鹿児島 2022年春 シェラトン鹿児島ホテル 南国殖産









  ■ラグジュアリークラス：高級なホテル 
   ・ザ・リッツ・カールトン・セントレジス・JW マリオット・ラグジュアリ
ーコレクション・W ホテル・エディション・ブルガリホテルズ 
  ■プレミアムクラス：ビジネス使用可能なホテル 





































































































































（Theo Gillbert- Jamison）は、例えば 2001 年度の教育予算は 1000 万ドルであ
り、教育訓練費用として効率的に運営を行っていると述べている。162 
 








161 ダイヤモンド編集部（2002）「企業内大学 A クラス人材の生産工場」ダイヤ













































あり、起源は 1958 年に開設された米国の GE のジョン・F・ウェルチ、リーダーシッ
プ開発研究所(crotonville）であると言われている。そこでは GE の成長力と競争力









164 Edmund Heeny & Mike Noon(ed.), A Dictionary of Human Resource 
Management, Oxford University Press, 2008, P83. 

















































































168 2020 年 1 月 14 日、ホテルオークラ福岡代表取締役社長高柳健二氏へのイン
タビュー。 
169 前掲（162）96～97 頁、参照。 
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る。2 年目以降も 120 時間のトレーニングが定期的に一般社員にも行われる。170 
また、マネージャークラスの人材は各現場におけるトレーニングを合わせると







































































日間から 5 日間の日程で行われるものである。174 
 
174 前掲（162）96～100 頁、参照。 
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図表 5－7 「リーダーシップ・プログラムについて」  
出所：リーダーシップエクセレンスカリキュラム編集部（2002）「企業内大








プログラム名 内容 対象者 
１．リーダーシップ・オリエンテ












































































































176  前掲（162）96～100 頁、参照 











る満足度を聴取し明らかにするものである。2019 年で 14 回目の実施となる。同
調査はホテルの提示する正規宿泊料金や客室面積をもとに「「1 泊 35,000 円以
上」「1 泊 15,000 円－35,000 円未満」「1 泊 9,000 円－15,000 円未満」「1 泊
9,000 円未満」の４部門に分け、それぞれの価格帯ごとに宿泊客満足度を測定し
ホテルランキングを発表している。 
第 14 回調査の実施期間は、2019 年 8 月から 9 月、調査方法はインターネット
調査、調査対象は全国の 18 歳以上の男女となっている。調査回答者数は 1 泊
35,000 円以上部門が 2983 名、1 泊 15,000 円から 35,000 円未満部門が 7,877












ている。   





































出所：JD パワー「2019 年日本ホテル宿泊客満足度調査」 
https://japan.jdpower.com/ja/press-releases/2019-Japan-Hotel-
Guest-Satisfaction-Index-Study 最終閲覧日：2020 年 12 月 10 日。 
 
同調査によれば、1 泊 35,000 円以上では、ザ・リッツ・カールトン、15,000






2006 年から 2019 年にわたる 14 回の同調査において、ザ・リッツ・カールトン
205 
 
























































少し古いデータであるが、2010 年 10 月から 12 月期でみると、売上高はスター
ウッドホテルズが 13 憶 4000 万ドル、ハイアットホテルズが 9 億 1800 万ドルで



















3,642 ドル 1,340 ドル 918 ドル 
客室稼働率（％） 67.4 67.9 67.3 
出所：日経産業新聞「米ホテル業績回復続く」2011 年 3 月４日。 
  
2020 年度の Fortune500 によると、図表 5－12 に示したように 500 社以内に入
るホテル企業は 5 社（マリオットとヒルトンを除く 3 社は総合型リゾート企業）
である。マリオット・インターナショナルの売上高は、ホテル企業の中ではトッ
プで、209 億 7200 万ドルである。当期純利益は、12 億 7300 万ドルでホテル企業






















 ハイアットホテルズは世界で 60 を超える国々で 875 以上のホテルを運営する
世界有数の米国ホスピタリティ企業である。傘下の 875 ホテルは、利用客のセグ








ス東京、パークハイアット東京そして 2020 年の 1 月にはパークハイアットニセ
コ HANAZONO を最近開業したことにみるように、ラグジュアリーホテルやリゾー
トホテルを含めた積極的なホテル開発を行っている。180同社が日本において運営
する代表的なホテルは以下の通りである。パーク ハイアット ニセコ HANAZONO、
アンダーズ 東京、グランド ハイアット 東京、ハイアット セントリック 銀座 
東京、ハイアット リージェンシー 東京、パーク ハイアット 東京、ハイアット 
リージェンシー 横浜、ハイアット セントリック 金沢、ハイアット ハウス 金
沢、ハイアット リージェンシー 京都、パーク ハイアット 京都、ハイアット 










創業は比較的新しく 1957 年であり、約 60 年前に設立されたホテル企業である。
182 ハイアットホテルズの沿革を簡単に紹介すると以下の通りである。 




同社は 1962 年に公開企業となった。1968 年には、ハイアット インターナショナ
ルも創立され、続いて独立した公開企業となった。その後、ハイアット・コーポ
レーションは 1979 年に、ハイアット インターナショナル コーポレーションは
1982 年に、それぞれプリツカー家の家業の利害関係者らにより企業化された。









最終閲覧日：2020 年 10 月 11 日。 
182 中村正人（2009）『ホテル業界大研究』産学社、153 頁。 
183『ハイアットの歴史』https://about.hyatt.com/ja/hyatthistory.html 最終閲覧
日：2020 年 9 月 20 日。 
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185 同上記事、48～53 頁、参照。 
186 Change Starts Here  Diversity, Equity, and Inclusion (hyatt.com) 最
終閲覧日：2020 年 9 月 15 日（以下、Change Starts Here,と表記）。 






















































189 2018 年 2 月 10 日に「アンダーズ東京」（株式会社森ビルホスピタリティコ







































































190 2018 年 2 月 10 日深澤竜平氏へのインタビューより。 









16:00 ハイアットホテルでの避難誘導（Hotel Evacuation tour)
17:00 新卒者に対するトレーニング内容の説明（年間）（Training schedule)
2日目（DAY２）
9:00 料飲部におけるアウトレットの紹介と特徴（F&B Outlet Introduction and features)
10:00 ホテルにおける組織並びに役割について（Hotel Organization)
11:00 料飲部マネージャーからの講義（Lecture by F&B　Manager)
14:00 和の心得（The heart of Japan　”WA"）

















































11:00 フロントマネージャーの業務について（Front manager )
13:00 客室見学並びにその部屋の特徴について(Ｔour Room Ｆeatures)




























































































193  同上 



























195  同上書、 207～219 頁、参照。 
196  2018 年 2 月 10 日深澤竜平氏へのインタビューより。 
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 第１節 資源ベース・アプローチに基づく SHRM の有効性に関する問題点 
 
















また、資源ベース・アプローチに基づく SHRM に関するプロパーの研究もこ 
 
198 Tracey, op. cit., p.495. 
228 
 
のような問題については十分に自覚的である。Wright, Dunford, and Snell
は、以下のように述べている。 
「既存の SHRM の研究の多くは、このカテゴリー（Barney が 1991 年に発表した



































化が不足していることである。これに関連して、Wright, Dunford, and Snell
は、「もっと複雑な人的資源と企業業績との関係」の研究の必要性を提唱してい










199 Wright, Dunford, and Snell, op. cit., pp.708-709. 中川、前掲論文「RBV


























200 Cf., Wright, Dunford, and Snell, op. cit., pp.710-714. 中川、前掲論文
「RBV に依拠した SHRM の可能性」、426〜427 頁、参照。 















 第２節 資源ベース・アプローチに基づく SHRM の有効性を研究するための新
たな取り組み 
 
 （1）項で述べられた問題は、資源ベース・アプローチに基づく SHRM が人的資
源あるいは HRM が企業業績へと転換されるプロセスについて客観的な根拠を示し
ながら説明することが十分にできていないということであったが、それは同時に





202 Cf., ibid., p.496. 
203 Wright, Dunford, and Snell, op. cit., p.710. 中川、前掲論文「RBV に依









  （1）人的資源測定規準 
Walsh et al.は、人的資源投資の理解と評価において役立ちうる測定規準の３
つの範疇を認識している。つまり、能率（efficiency）、有効性
（effectiveness）、そしてインパクト（impact で）ある（図表 7-1 を参照）。 
 
 図表 7-1 
 
（出所）Walsh, K., Sturman, M. C., and J. Longstreet, “Key Issues in 
 Strategic Human Resources”, Cathy A. Enz, The Cornell University  
of Hotel Administration, Handbook of Applied Hospitality Strategy,  






rate）、求人期間（time-to-fill） positions、採用者当たりの費用（cost per 





















204 Cf., Walsh et al, op. cit., p.402. 





















































207 Cf., ibid., pp.403-404. 













主張することで、Walsh et al.は、この問題についての検討を結んでいる209。 
 
 第３節 ホテル産業における教育訓練の有効性を示す暫定的指標 
 










209 Cf., ibid., p.404. 
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210 Wright, Dunford, and Snell, op. cit., p.708. 中川、前掲論文「RBV に依
拠した SHRM の可能性」、420 頁、参照。 
211 Cf., Dyer, Lee, and Todd Reeves, “Human Resource Strategies and Firm 
Performance: What Do We Know and Where Do We Need to Go?”, The 



























































が 1993 年の 25.6 パーセントから 6 年後の 1999 年には 15.5 パーセントまで下が
ったことで、その効果の検証を確かめている。215 































































































































220 作古貞義（1998）『ホテルマネジメント』柴田書店、69～74 頁、参照。 









ルスタッフ 2 名分で年間 312 時間の作業時間短縮に成功し業務効率を上げてい
る。1 名で試算すると 156 時間となり、19.5 日間の人件費が軽減されたことにな




























し、社員ひとりあたりの年間教育投資額が 1128 ドル以上の 225 社を対象に投資














223 同上書、7～8 頁、参照。 















2020 年 8 月に東京経営短期大学と産学連携のための協定書を締結した。これを
受け東京経営短期大学は、2021 年度より本格的なホテルスタッフ育成の「観光ホ
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